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_開発独裁体制からの転換
Ｉ開発独裁の変容と経済発展の初期条件
開発独裁体制の動揺
1986年，台湾の政治体制は大きな転換期を迎えた。まず，国民党の広汎
な政治改革によって，それまで民主化を求めつづけていた野党，民主進歩
党の結成が認められ，同年末には最初の複数政党選挙が実施されたからで
ある。その結果，野党はそれなりの進出をふせた。さらに87年には，知識
人を中心として北欧型の社会民主主義を唱える労働党も結成された。つぎ
に，1949年，国民党政権が台湾に撤退してきて以来，実に38年もつづけら
れていた戒厳令が，８７年，ついに解除された。また87年には，新規新聞発
198 
禁なども解除されることになった。こうした政治と社会の民主化と自由化
は，政治学によればポリアーキー化と把握されており，それまでの「権威
主義体制の変容」として理解されている（若林，８７)。
こうした国民党政権による政治と社会の改革は，アメリカとの貿易摩擦
の激化，中国大陸の平和統一攻勢，さらにはマルコス政権の崩壊などの国
際的動向のほか，民主化．自由化を求める中間階層の増大，労働争議の著
増に承られる労使関係の動揺，経済的にも過剰外貨などの貯蓄増大と設備
投資の低迷傾向との，いわゆるＩ－Ｓギャップなどの広汎な転換要因に突
き動かされたに違いない。政治上の開発独裁体制を基礎的に支えていた労
働政策も，アメリカとの貿易交渉で，労働基本権の法的制限を不公正競争
として圧力をかけられていたのである。それに対し国民党政権は，これま
で行政院内政部の労働課に過ぎなかった労働政策当局を行政院直属の労働
委員会に昇格させたのを始め，いわば戦時統制型に色揚げされていた労働
組合法や労働争議法の改定を検討し始めなければならなかった。それと同
時に，とりあえず争議権の厳しい制限は撤廃されることになった。こうし
た変革のもとで，さぎの国政選挙では与党推薦の労働組合幹部が落選し，
野党派の幹部が初当選しただけでなく，８７年の国営企業の多くの労働組合
代表の選挙でも，与党候補が落選し，民進党・労働党系の候補が多数当選
するという大きな変動も進んだのである（劉，８８)。
1980年代半ば以降，非常に類似した動きが韓国でもふられたが，こうし
た労働政策，とくに労使関係政策の改革は，それまでの開発独裁体制の動
揺を示している，とふることができる（拙稿，８９)。ただし本稿では，こう
した政治社会体制の考察の前提として，このような事態に到るまでの経済
発展を概観し，それとの関連で，経済発展の一環でもあり，その基礎要因
でもある労働経済のダイナミックスを考察しようとしている。それはいず
れ韓国とも比較したうえで，アジアＮＩＥＳの特質をまとめるための準備
でもある。それに先立ってあらかじめ両国から受ける感触に触れておくと，
北朝鮮との緊張関係がなお厳しい韓国の場合とはかなり異なっており，台
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス１９９
湾では同じ戒厳令下でも人々の表情には活気があり，繁華街はまぶしいほ
どネオンなどが夜遅くまで輝いていたようだが（西村，８２)，このような台
湾の不思議な明るさが’１民生主義'’にもとづくⅥ均富の社会づくり'，のせ
いなのかどうかはやがて解明されるだろう。
経済発展の初期条件
本稿では，1950年代，とくに60年代からの高度成長のプロセスとそのも
とでの労働経済の展開を分析していくが，それに先立って，後述のような
経済建設計画が1953年にスタートを切る以前の，いってふれば台湾型経済
発展の初期条件を概観しておこう。すでに試ふられている総括的な研究に
したがえば，つぎのようにまとめられる（劉，８７および75,谷浦，８８)。
第１に注目しなければならないのは，植民地体制からの解放後，’１外省
人〃を中心とした国民党政権の支配下に編糸込まれたことである。このこ
とは，４９年末，国民党政権が中国大陸から撤退してきたことによって決定
的となった。そのことは，のちの開発独裁のレールがこの時からすでに敷
かれたことを示している。国民党の政府と軍隊が移住してきたわけだから，
人口が一挙に30％内外も増え，すでに国民党政府の紙幣乱発によってイン
フレが昂進し混乱を極めていた台湾経済にとっては大きな負担だったが，
紡績業などの大陸系資本が流入し，５０年代以降の軽工業などの発展の契機
となったことも見逃せない。
しかし，政治・経済的にはなによりも国民党政権によって歴大な日本人
財産が国有化され，日本人企業の大部分が国営化されたことが重要であっ
た。それは，同政権の国家経済理念にもとづく民生主義の実現のように主
張されたが，それによって蒋政権を支えた四大家族による金融などの当時
の主要産業のⅥ本省人〃支配が確立したのである。ただし，近代的経営能
力も持たぬ本省人官僚の経営は大いに危ぶまれたところだが，そうしたこ
とも含む国民党政権の不安定さを救ったのは，のちにも触れるように朝鮮
戦争の勃発によって，台湾が韓国などと同様にパックス・アメリカーナの
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反共最前線として位置づけられ，すでに国民党に見切りをつけていたアメ
リカからさまざまな援助がえられるようになったことである（神谷，６６)。
第２に，４９年，悪性インフレを収束するために実に４万分の１へのデノ
ミネーションを内容とする通貨改革が断行された。これほどの悪性インフ
レの過程で，農業生産は肥料不足に喘ぎながらも比較的順調に回復したが，
金利の暴騰などによって多数の小企業などが倒産し，いわば資本の原始的
蓄積を再現するような事態に陥った。そのなかで，４７年２月28日，戦後史
最大といわれる反政府民衆暴動が発生し，いまなおその真相は定かでない
が，大弾圧が行われた。こうした犠牲の後に通貨改革が実施されたのであ
る。それと同時に大陸との為替関係も切断され，再び日本経済との関係を
深めることになった。それによって，砂糖の主要な輸出先は上海から日本
に切り換えられ，日本に対する戦後処理を済ますことなく，台日貿易支払
い協定が締結されたのだった。
第３に，４９～52年に実施された農地改革にも触れておかなければならな
い。それは，(1)小作料の大'福軽減，(2)日本人から接収した国有農地の払い
下げ，(3)地主所有農地の政府買い上げ，小作農民への払い下げ，地主所有
田など３ｈａに対する小作権の強化の三段階に分けて行われた。その結果，
農民の経営意欲を高めたことはいうまでもない。農業所得が増大したので
それだけ国内市場も拡大した。そのうえ，その後，土地税の増課，食糧の
強制買い上げ，肥料などを始めとする農工間価格シエーレ，農産物輸出に
よる外貨獲得などを通じて，農業部門が工業を中心とする経済発展を支え
る基盤づくりともなったのである。そのうえ，地主への支払いは地価の７０
％の債券と残り30％相当の公有企業の株券で行われ，地主の資産を工業化
することになった（石田，８８)。さらに看過できないのは，上記のような農
業からのいわば収奪が農村過剰労働力を増加させる主要な要因ともなり，
その過剰労働力がのちにふるように大量に流出し，経済発展を支えること
になった事実である。このように農地改革は，従来なら商人などが士地投
資していたのを不可能にしたことも含めて，農業部門から資本も労働力も
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工業部門に移転させる，という大きな効果を発揮させる契機になったわけ
である。
こうした過程が，開発独裁を準備し，のちの経済発展にとって資本の原
始的蓄積の再版に似た役割を果したのである。
Ⅱ経済成長と経済計画の展開
経済成長の推移とタイプの変化
前述のように，中国大陸との分断体制のもとで独自の経済発展のスター
トを切った52年以降のＧＤＰ成長率を時系列で振り返ってみると，図１の
とおりである。それによると，(1)50年代はまだ実質成長率が年率10％を下
回る水準に止まっており，しかも名目成長率が実質成長率を10％ポイント
以上も上回るインフレを伴った経済成長であった。(2)60年代に入ると，両
数値の乖離が数％ポイント程度に縮小するとともに，６０年代半ばから実質
10％前後の安定した経済成長が展開された。とくに70年代に入ってからは，
第１次石油ショックまで10％を優に上回るほどの実質成長がふられた。（３）
第１次石油ショックによってゼロ成長に落ち込むほどのインパクトを受け
たが，比較的早く実質10％以上にも達する回復を示した。(4)70年代末の第
図１名目・実質ＧＤＰ成長率（年率）の変化
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２次石油ショックのインパクトは，そう急激ではないが，やや長期化した
実質成長の停滞と名目成長との乖離が15％ポイントほどにも達するインフ
レをもたらした。こうしたインフレは，その後，収まったが，実質10％を
優に上回る高度成長の時代はすでに終ったようにふえる。
こうしてふると，韓国の経済成長などに比べれば，比較的落ち着いてい
るようにふえるが，図１が示す事態そのものはかなり大きな変動を示して
いる。こうしたプロセスは，質的変動を含めてほぼつぎのように考察され
ている（劉，８７)。それによると，まず，（１）「初発成長期」５３～63年,(2)「高
度成長期」６４～73年，(3)「不安定成長期」７４～79年，(4)「転換期」８０年代
のように時期区分され，つぎのように各時期が特徴づけられている。
(1)「初発成長期」５３～63年は，冷戦体制下でアメリカの援助と農業生産
の増大によって支えられた。もっともアメリカからの援助は，軍備増強と
財政赤字の解消に向けられたほか，農業と工業の発展にも使われた。農業
についてはすでに戦前から米と砂糖を中心とした生産構造が成立しており，
この段階でさらに肥料が大量に投入され，米と砂糖の輸出がアメリカから
の援助にも相当するほどの増大を示した。工業への援助の大部分は，肥料
と電力の政府企業に向けられ，農業生産の増大とつぎのような民間の工業
発展の基盤となった。食品，セメント，製紙の発展は土着系の中小資本を
中心としており，紡績の発展は大陸系資本を主体としていた。いずれも内
需型の発展であり，軽工業を基軸とした輸入代替型の成長とゑてよい。
(2)ほぼ60年代半ばから第１次石油ショック直前までの「高度成長期」
64～73年は，外資導入・技術移転と軽工業製品を中心とした輸出成長，さ
らに大量の低賃金労働によって支えられた。この時期に外資が増大したの
は，とくに低賃金地域に対する多国籍企業の進出が顕著になったことと対
応しており，それと裏腹に先進国市場が開放化されたことが重要であった。
というのは，それによって繊維，セメント，合板，プラスチック製品，電
器・電子という労働集約型製品の輸出成長が可能になったからである。他
面，重化学工業化を中心とした第２次の輸入代替化も進められたが，輸出
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指向型の工業発展が工業生産全休の増加と経済成長を主導した，とゑてよ
い。それを支えた低賃金労I動力はおもに農村からの過剰労働力の流出によ
って大量に供給されたが，６０年代末にはその過剰労働力もあらかた吸収さ
れてしまい，「完全雇用の状態」に達した，とふられている。
(3)二次にわたる石油ショックによって動揺させられた「不安定成長期」
73～79年にも，基本的には労働集約型製品の輸出が高度成長を主導した。
だが，石油ショックによる需要不足は，政府の重化学工業化政策による巨
額投資によってかなりカヴァーされた。それは，交通運輸，空港・港湾，
原子力発電などの７項目のインフラストラクチャー投資と，石油化学，鉄
鋼，造船の重化学工業投資との10項目を数える国家プロジェクトであった。
これらの重化学工業投資のうち，石油化学は前期からすでに発展しており，
合繊とプラスチックという大きな川下部門を擁し，これらの中間原料の輸
入代替に大きく寄与した。これに対し，鉄鋼一貫化と大型造船のための投
資は新規計画だったが，石油化学のような民間産業との連関を形成するこ
とができず，政府企業の非効率ざも加わり，経営不振に陥った。それにも
かかわらず，この時期の終りにはアジアＮＩＣＳの代表と評価されるように
なったのは，輸出指向型成長の成果にもとづくのだろう。
(4)80年代の「転換期」は，国際環境だけでなく，国内経済構造の大きな
転換期でもある。国際的には，アメリカを始めとする先進国の低成長化と
保護主義化，中国大陸などの途上国の追い上げ，そしてＮＩＣＳ間の競争激
化の影響を受け，従来の軽工業製品を基軸とした輸出成長は鈍化せざるを
えなかった。それとの関連で，国内経済も転換しつつある。農業の発展が
限界に達しただけでなく，労働生産性の上昇を上回る賃金の上昇によっ
て，労働集約型製品の輸出競争力上の優位が揺らぎ始めている。そのため
にＧＮＰ中の資本形成のシェアが縮小し，投資率と貯蓄率のいわゆるＩ－Ｓ
ギャップが拡大し，外貨などの過剰資金が証券や不動産の市場に流入して
いる。したがって，今後，いかに輸出製品を高付加価値化・ハイテク化し
ていくか，そのために金融を含む基幹産業の民営化や海外投資化などのデ
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イレギュレーンョンなどをいかに進めていくか力:問われている。
経済発展としての注目点
以上の概観はすでに行われている優れた考察にもとづくが，つぎの諸点
にとくに注目しなければならないだろう。
(1)植民地型のモノカルチャーではあれ，問題の「初発成長」前にその後
の経済発展の基盤となった農工業の発展が先行していた。しかも，農業発
展は70年代まで経済成長に顕著に寄与していたのである。
(2)冷戦体制下のアメリカの援助，６０年代半ば以降の外資流入などに糸ら
れるように国際要因にも注目しなければならない。ということは，そうし
た国際要因に鋭敏に対応した国内の主体的条件を無視できないことも意味
する。
(3)輸入代替から輸出指向に急転換した軽工業化と併行して展開された重
化学工業化に注目すると，鉄鋼一機械一化学などの発展を基盤とすること
なく，ほとんどいきなり電子工業や石油化学工業が発展している。それに
は，前述のような特殊事情による鉄鋼業と造船業などの不振も看過できな
いが，石油化学・電子工業の発展には，旧帝国主義国の重化学工業化とは
異なった，第２次大戦後の後発の利益が大きな作用を働いていることも見
落せない。
(4)このような工業化を支えた低賃金労働力の大量供給にも注目しなけれ
ばならないが，その場合，単に低賃金であることが重要だったのではなく，
低賃金の割には一定の質を備えた労働力が大量に供給されたことが重要だ
ったに違いない。
(5)それに関連して，６０年代末には「完全雇用の状態」に達した，と規定
されているが，それが果してどういう「状態」なのか，石油ショック後も
つづいた労働集約型製品の輸出をいかに支えたのか，８０年代の「転換期」
に顕著になった先進国化現象といかにかかわるのかも問題だろう。
さらに問題といえば，上述のように第１次石油ショック後から実施され
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た10大建設などの政府プロジェクトについては触れられているが，それ以
前の経済建設計画や10大建設後の78年から実施された12項目建設や87年か
ら実施されている14項目建設などに承られる政府の役割に対･する評価も問
われねばならない。まず経済建設計画については，韓国などに先がけて台
湾ではすでに1953年から９次に渡る計画が実施されてきており，つぎのよ
うに承られている（笹本，８８)。第１次石油ショック前の第５次４カ年計画
までは「経済政策の手段としての意義」をまだ残していたが，７３年以降は
「中期的経済見通し」か，「軽い指針ほどの意味」しか持たなくたり，代
って前述の10大建設などの大規模な政府プロジェクトが「経済政策の中
心」となっている，ということである。そうだとすれば，「軽い指針」や
「見通し」と大型建設事業の関連も問題になるだろう。
経済建設計画の展開
このように経済政策としての意義の後退も考慮しつつ，本稿では一応の
時期区分の分析的指標として経済建設計画を念頭に置きながら考察して承
ることにする。あらかじめ，表１によって概観しておこう。いずれも４カ
年計画だが，第１次石油ショック時の第６次計画のみ３カ年計画で打ち切
られ，第７次計画は６カ年計画となった。だが，第８次計画以後，再び４
カ年計画に戻っている。
そもそも経済建設計画はアメリカの援助を確保し，それらの資金を効率
的に運用するために作成され始めたわけだが，とくに第１次計画ではそれ
によって農工業生産を伸ばし，表示したような均衡を達成しようとした。
その結果，国際収支の赤字は改善できなかったが，資金・投資が計画を下
回ったにもかかわらず，農工生産は大いに伸び，実質成長率は図１でもみ
たように年率８％近くにも達し，計画を３倍近くも上回った。そこで第２
次計画は，鉱工業の発展によって輸出拡大することが基本目標となった。
さらに軽工業とともに重化学工業の輸入代替がすでに企図されていたとと
もに，国民所得の向上と就業機会の拡大も目標として掲げられていること
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表１経済建設計画の基本目標・政策・実績
経済計画
（年次） 績基本目標・政策 実
(1)援助資金を含む資金の効率的
運用，それによる，(2)農工生産
伸長，(3)国内需給均衡化，(4)財
政赤字解消，(5)国際収支均衡
化。
(1)開発資金投資は計画を下回っ
た，しかし，(2)農工生産は年率
6.2,11.9％の伸び，(3)実質
ＧＮＰ成長7.7％（計画2.8％)，
だが，(4)輸出入逆調で国際収支
赤字改善せず。
Ｉ（1953 
～56） 
(1)援助・民間資金潤沢，(2)統制
撤廃による活性化，(3)農業・鉱
工業生産，ＧＮＰとも目標に近
い，だが，(4)輸出促進輸入制限
下でも国際収支改善せず。
(1)資源開発，(2)鉱工業の加速的
発展（軽工業・重化学工業の並
行的発展）による輸出拡大，国
際収支均衡，(3)国民所得向上，
(4)就業機会拡大。
Ⅱ（57～60） 
(1)きめ細かい政策による投資拡
大，(2)農工業生産とも，年率
６．９，１８．２％増加，(3)だが，雇
用は目標ほど伸びず，失業問題
残る，(4)輸出増による国際収支
黒字化。
(1)中進国として経済成長加速
化，(2)自立経済化，輸出加工区
の設置，(3)鉄鋼業，石油化学工
業の創設，(4)アメリカ援助への
依存度低下，国際収支改善。
Ⅲ（61～64） 
(1)経済の自由化・民主化（富の
集中排除)，(2)産業構造と設備
の近代化（農業発展，投資環境
の改善)，(3)安定的成長の維持，
(4)国民生活水準の向上。
(1)アジア最高で，しかもこれま
での計画を上回る実質成長率
（10.5％)，(2)工業も目標を上
回ったが，技術集約化の必要，
(3)工業製品輸出への移行，だが
生産財・資本財輸入で赤字化。
Ⅳ（65～68） 
(1)経済成長と物価の安定化，（２）
労働・技術集約的工業振興のた
めの労働力の質向上，雇用拡
大，(3)輸出増大，(4)社会資本の
建設，(5)研究開発，重工業化，
(6)農業の工業化，輸出増大。
(1)国際環境の悪化にもかかわら
ず11％台の成長，(2)工業，とく
に電機，機械，化学，木材の高
成長，(3)輸出好調と輸入制限に
よる貿易収支黒字化（貿易先の
多様化は今後の課題)。
Ｖ（69～72） 
(1)経済成長と物価の安定，(2)農
業より工業化推進，(3)社会資本
増強，(4)職業訓練・技術教育の
強化，(5)雇用拡大。〔74～77年，
(1)石油ショックによる急激な低
成長化，(2)輸出好調から不調に
急変，シェーレによる貿易収支
巨額の赤字化，(3)製造業の高成
Ⅵ（73～76） 
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２０７
'0大建設による重化蝋社会資|iii鰯孟鰯宕三急変,本投資〕
(1)経済構造の改善・近代化，（２）
潜在的成長力にもとづく均衡し
た社会・経済開発，(3)平和で調
和のとれた公正な社会の建設。
〔78～86年，１２項目建設による
ニュータウンなどの社会開発と
農業近代化のほか，十大建設の
補完〕
(1)前半は目標を上回る成長，だ
が，第２次石油ショックで鈍
化，(2)大規模建設計画への政府
投資の成果，(3)輸出増大による
貿易収支黒字化，(4)国民住宅な
どの建設。
Ⅶ（76～81） 
(1)経済成長と物価の安定，(2)調
和のとれた産業発展（エネルギ
ー確保・効率化，科学・技術
化)，(3)就業機会増大（高級人
材の育成も)，(4)合理的な所得
分配（行政・税制改革も)，（５）
平和な社会生活（社会保険・福
祉強化)，(6)地域開発。
(1)実質成長率は目標に達しなか
ったが，物価は安定，(2)工業
成長の鈍化，(3)しかし，電機・
自動車などの機械工業の高度
化，情報産業化の進展，(4)雇用
の伸びは目標どおりだったが，
失業率は大きく上回る。
Ⅷ（82～85） 
北村，８５，第８次計画の実績のみ，笹本，８８などにより，それらに多少手を加え
た。
は性目されてよい。というのは，ここにもⅢ民生主義〃の表現をふること
ができるからである。その実績はのちに問うとして，それ以外では援助を
始め，華僑などの投資も多く，ＧＮＰを始めとして目標の達成率は高かっ
た。しかし，貿易統制にもかかわらず，国際収支の改善は進まなかったが，
多くの統制が早くも撤廃され，経済の活性化に一定の効果を発揮したこと
も注目されてよいだろう。
６０年代に入ってすぐにスタートを切った第３次計画は，まさに新しい時
代を先取りする画期的な計画であった。というのは，中進国としての経済
成長の加速化という目標を示し，援助依存度の低下などの形で自立経済化
の目標を掲げているからである。さらに前期の重化学工業化は電力や化学
肥料などの公営企業による推進程度に止まったのに対し，鉄鋼・石油化学
工業の創設を計画化している。それより重要なのは，輸出加工区の創設だ
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ろう。それによって農産物中心から軽工業製品中心の輸出に転換し，国際
収支を均衡化させようというのである。実績では雇用・失業問題で課題を
残したが，投資拡大などによる輸出の増大で，ついに国際収支は黒字に転
じ始めている。ちょうどこの時期に，アメリカの援助が贈与から貸付に切
り替えられ，外貨獲得の圧力が強化したのに対し，為替を単一化すると同
時に，輸出に有利なように実勢レートに近づける政策転換を行った。それ
だけでなく，輸出プレミアム制度を導入することとともに，外資導入政策
を積極的に展開した。それがまた，前述のような先進国からの多国籍企業
の進出とタイミングが合致したわけである。経済建設計画のスタートが
「第一の転換期」とすれば，この時期が「第二の転換期」と評価されてい
るのである（劉，８７)。
つづく第４次計画は，基本目標としてまず経済の自由化・民主化（富の
集中排除）が掲げられた。これもまた’１民生主義〃思想にもとづくのだろ
う。ヴェナム特需の影響も受け，実績としてアジア最高の実質成長を記録
したが，目標として産業構造と設備の近代化をねらったにもかかわらず，
工業製品輸出の増大にともなって，生産財・資本財の輸入が急増して貿易
ベランスを崩し，技術集約化の必要が問題になった。それを受けて第５次
計画では，重化学工業化とそのための研究開発，労働集約型・技術集約型，
両方の工業振興とそのための労働力の質の向上とそれを含む雇用拡大，そ
れらのための社会資本の建設が重要な目標となった。これらの目標は急に
は達成されなかっただろうが，ニクソン・ショック前後からの国際環境の
悪化にもかかわらず，工業の高成長や輸出の好調などによって，実質10％
を上回る最高の経済成長が達成されたのである。
こうした技術開発などの強化を受けて，第６次計画では，農業政策より
も工業化政策を重視するとともに，労働力の質の向上のための職業訓練・
技術教育の強化や社会資本の増強などが基本目標になった。だが，石油シ
ョックによって急激に低成長化し，貿易収支が大幅に逆調に陥ったため，
前述のように４カ年計画を打ち切らねばならなかった。急拠作成された第
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２０９
７次計画は，前述のとおりすでに「中期的経済見通し」ないしは｢軽い指
針」になっていたのだろうが，経済構造の改善・近代化とそれを基礎とし
て潜在成長力にもとづく均衡した開発とそれによる公正な社会の建設のよ
うな抽象的な目標を掲げており，「中期的経済見通し」や「軽い指針」とし
ての性格が明確になっている。しかし，経済構造の改善・近代化には，前
期から始まっていた10大建設事業や第７次計画の半ばから始まった12項目
建設事業が実態として関連していることは疑いえない。しかも，１２項目建
設には，中断されていた農業近代化のほかに，ニュータウンや国民住宅や
地方都市センターなどの建設も含まれており，それらが第７次計画の平和
で調和のとれた公正の社会の建設という目標の政策手段になったことも疑
いえないだろう。
第１次石油ショックは大きなマイナスのインパクトを発揮したが，１０大
建設による年間10億ドルを超える追加需要の拡大によって，図１でふたと
おり比較的早く１０％以上の高度成長に戻った。しかし，第２次石油ショッ
クによって再び低成長を余儀なくされたが，そのどん底でスタートを切っ
た第８次計画は，調和のとれた産業発展，とくにエネルギーの確保と効率，
産業の科学・技術化を始め，就業機会の増大，合理的な所得分配，社会保
険・福祉の強化，地域開発が基本目標となった。こうして前期に引きつづ
き，地域開発を進めると同時に，就業機会の増大や所得分配に止まらず，
社会保険・福祉の強化が付け加えられ，’１民生主義〃の実現がもう一つ新
しい段階を目指すことになった。経済の実績としては，実質成長率こそ目
標に達しなかったが，すでにふた図１のとおり物価安定の目標は達せられ
た。しかし，工業の成長は軽工業も重化学工業も鈍ってきてはいるが，電
機や自動車などの機械工業において，新技術の導入などによる高付加価値
化が進み，情報産業の高度化も進ぷつつあり，石油ショック以前の量的発
展から質的発展に転換しつつある，とゑてよい。
なお，それにつづく第９次計画では，２０世紀中に先進国に仲間入りする
長期展望を掲げると同時に，ややサービス産業にウエイトのかかった，イ
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ソフレなぎ6.5％程度の長期的安定成長を目標とし,内需拡大と分配｢均富」
政策を強調している。なお，現行の14項目建設(87～91年）は，前期の12項
目建設における製造業の高度化を補強する形で，鉄鋼，石油化学を拡充す
ると同時に，第４原子力発電を含む電力開発と天然ガス開発によるエネル
ギーの増強，電信・交通の近代化・増強などの社会資本の充実のほか，医
療保険などの社会保障の拡充が企図されている。これらのうち，社会資本
の充実については第５次計画の70年前後から強調され始めてきたのに対し，
社会保障については第８次計画期の80年前後からとくに意図されてきてお
り，第７次計画期の12項目建設におけるニュータウン建設などとともに，
先進国化を意識した動きだった，と理解してよい。８６～88年は，図１のよ
うに前期にひきつづき物価が安定すると同時に，前期を上回る10％近くの
実質成長を回復した。しかし，その反面，上記の第４原子力発電所の建設
が地元住民の反対で進捗しにくくなっているだけでなく，すでに指摘され
ているような重化学工業投資などの行き詰まりも顕著になってきている。
経済成長の展開とその要因
これまで，台湾の経済発展をそれなりに主導したり補強してきた経済建
設計画と重点建設を承てきたが，(1)当面，アメリカからの援助資金の効率
的運用のために始まった第１次計画（53年以降)，(2)中進国としての自立化
を目指し重化学工業化と輸出成長を企図した第３次計画（61年以降)，(3)労
働・技術集約型双方の工業化を追求し，労働力の質的向上と社会資本の充
実を企図し始めた第５次計画（69年以降)，(4)第１次石油ショックによって
４カ年計画を打ち切ると同時に，重化学工業などの重点建設が主導するよ
うになった第７次計画（76年以降)，さらに(5)調和のとれた産業発展を目指
した第８次計画（82年以降）が，それぞれ大きな転期を劃した，とゑてよ
いだろう。
つづいて，このような計画各段階の経済成長とその要因を，国民所得統
計の分析によって検証しておこう。ここでは，国民所得の三面等価に即し
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て，(1)消費＝需要，(2)生産＝供給，および(3)分配の三面から，一応，経済
成長の内在的要因とその変化を考察することにする。ただし，以下では各
計画期間の要因別シェアについてその単純平均を算出したデータによるこ
ともあらかじめ断っておく。
始めに表２の右欄に示したＧＤＰの実質成長率を計画期別にゑておこう。
それは図１を計画期ごとにまとめてふることになるが，(1)前述のように輸
入代替を中心とした第１．２次計画ではまだ７％台だったのに対し，(2)輸
出成長と重化学工業化に経済計画の重点を移し始めた第３次計画以降，１０
％近くの成長が開始され，労働・技術集約両型の工業化が追求された第５
次計画期には，ついに12％の実質成長が実現した。しかし，(3)石油ショッ
ク後，再び10％以下に鈍化し，第６，８次計画期には６～８％に低下した
が，第７，９次計画期には10％近くを維持しており，すでに指摘されてい
るとおり不安定成長タイプに移行しており，その不安定化は前述の80年代
の「転換期」まで蔽っている，とふることができる。
つづいて表２によって，需要＝消費要因の変化をふると，(1)第１，２次
期には最終消費支出がＧＤＰの80～90％にも達していたのが，経済発展が
進むにつれて60％台まで縮小してきている。しかし，縮小の幅がしだいに
小さくなると同時に，石油ショック後の「不安定成長期」には逆転する現
象も現われてきている。(2)さらに，こうした最終消費の内容に立ち入って
ふると，民間消費はほぼ縮小の一途を辿っており，とくに石油ショック前
の第５次までの縮小が大きく，最終消費全体の縮小に大きな影響を与えて
いる。これに対し政府消費も第１次石油ショック時までほぼ縮小してきて
いたが，それ以後はある程度変動するように変化し，不安定成長にかなり
の影響を及ぼしている。(3)総資本形成のシェアは１６％から３３％まで，第
１．２次から第１次石油ショック時の第６次まで顕著な拡大を示し，これ
までの実質成長を主導した事実が明らかになる。しかし，第１次石油ショ
ック後は一転して縮小しつつあり，とくに固定資本は28％から20％以下に
縮小してきており，近年の設備投資の停滞を裏書きしている。(4)これらに
図澤、
表２消費支出シェアの変化
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図１と同じ。７６年は計画上重複しているので，Ⅵ.Ⅶ次双方に算入させた（以下も同じ)。
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２１３
対し輸出入超過は第４次まで一貫してマイナスになっており，赤字幅は縮
小しつつあるが，実質成長の足を引っぱっていた。それが70年前後の第５
次には黒字に転じたことが，固定資本の伸び以上に12％成長という最高の
実質成長に寄与した。さらに，固定資本のシェアが顕著に縮小した第８，
９次になると，貿易黒字はＧＤＰの10％以上にも拡大し，前述のように縮
小に転じた固定資本に代って実質成長を押し上げる要因になってきている。
(5)そして，なぜこのようなプラスの輸出超過になったかというと，輸出の
規模がＧＤＰの50％をも超えるほどに拡大した反面で,同様にＧＤＰの50％
近くにも拡大しかけていた輸入が第８，９次から縮小に転じたからにほか
ならない。
このような貿易黒字の拡大は，一方では輸入代替の成功と元の切上げメ
リットと，他方では輸出先アメリカの好況の超持続によって，元高にもか
かわらず，電子・電機製品などの輸出が拡大したことによって説明できる
だろう。しかし，こうした貿易黒字の拡大の反面で，前述のように設備投
資が停滞してきており，それによるＩ－Ｓギャップの拡大というディレン
マに陥ってきている，とゑてよい。
つぎに供給＝生産要因とその変化に目を転じよう。表３によれば，(1)農
林水産業の生産所得のシェアが34％から10％を割り，６％にまで縮小して
きている。(2)それに対し製造業のシェアは14％から38％に拡大している。
この間に実質成長がピークに達した第５次計画期に一気に鉱工業が農林水
産業を抜き去っている。したがって，この70年前後から生産構造上，台湾
は農業国から工業国に転換した，とゑてよい。ただし，第１次石油ショッ
ク後，工業シェアの拡大は鈍化し始めるが，(3)こうした工業化とともに電
力・ガス・水道業，運輸・通信業，建設業などのシェアも拡大してきてい
た。なかでも建設業のウエイトは大きいが，第７次で７％にまで拡大した
あと，第８．９次では縮小に転じている。これは，前述のように重点建設
が停滞し始め，固定資本のシェアも縮小してきたことと深く関連している。
また，前述した工業シェア拡大の鈍化とともに，運輸・通信業も縮小して
山］」
表３産業別生産所得シェアの変化
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図１と同じ。
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ぎている。(4)こうした工業化とその変動の半面として注目されるのは，商
業と金融・保険・サービス業が，実質成長のピーク時あるいはその後の第
１次石油ショック時から重点建設が始まるまで縮小していたのが，その後，
増大に転じたことである。これらのなかで，商業はまだ第５次計画期まで
ほどには拡大していないが，金融・保険・サービス業は第１次石油ショッ
ク以後10％を超えるほど拡大してきている。
このような産業構造の変動のなかで，公務のシェアは12～13％ほどでき
わめて安定しているが，むしろその事実よりもそのシェアの大きさに注目
しなければならない。それは，これまでにもゑてきたように政府主導の政
治・経済体制が確立しており，給与水準も高い官僚の組織が経済成長に比
例するように肥大化してきていることを反映しているのだろう。その反面，
といっても直接関連しているわけではないが，商業や金融業などのシェア
が比較的小さいことにも注目しなければならない。こうしたサービス産業
のシェアは，上記のような工業化のプロセスで，おそらく零細企業の衰退
によって－時は縮小したが，その後は多少拡大に転じたものの，研究開発
などによる製造業の高度化や国民生活のサービス経済化などによる’１ペテ
ィの法則〃がそれほど顕著に現われているとはふることができない。それ
は商業や金融業などが相変らず先進国に支配され，依存せざるをえない状
況にあるからではないか。例えば，工業製品の輸出の拡大にしても，その
技術開発や製品設計・デザインや原材料の手当てなどから広告や販売や金
融・保険などまで先進国に依存する面が強く，そのため台湾工業の’１下請
け''化とか，「国際加工基地」化などと指摘されるのだろう（谷浦，８８)。し
かしながら，第１次石油ショック以降の金融･保険･サービス業のシェアの
拡大には十分注目する必要がある。というのは，前述のような製造業など
の拡大の鈍化を反映しているだけでなく，前述のように過剰な外貨などが
証券業や不動産業などを肥大化させている事実を反映しているからである。
最後に分配所得シェアの変化もゑておこう。表４のとおり，(1)まず雇用
労働者の所得シェアが40％ほどから54％にまで拡大してきている。(2)それ
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表４分配所得シェアの変化
(％） 
経済計画･年次｜雇用者所得|響会議.｜その他｜計
(１．Ⅱ）1953～６０ 
（Ⅲ）６１～６４ 
（Ⅳ）６５～６８ 
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（Ⅷ）８２～８５ 
（Ⅸ）８６～8８ 
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図１と同じ。
I土，他方では個人業主・資産所得のシェアが40％を上回る水準から20％を
多少上回る程度まで縮小してきた反映でもあるが，就業者中の雇用労働者
のシェアが拡大し，しかも雇用労働者１人当たりの相対所得が増大したこ
とをも反映しているのかも知れない。(3)その他は法人の利益・配当・税な
どを含むが，２０％から第１次石油ショックの前後の26％まで，やや拡大し
たあと，８０年代に入ってから多少縮小している。その理由はのちに解明す
る製造業などの利潤形成の後退も反映しているに違いない。(4)その反面，
86年からの第９次計画期に雇用労働者の所得シェアがやや縮小し，個人業
主・資産所得が拡大しているのは，前述のような金融業などの拡大を反映
しているのだろう。それと同時に，前述の雇用比率の低下や雇用労働者の
相対所得の縮小もふられたのかどうかは，次節の考察に待つことにしよう。
Ⅲ労働経済のダイナミックス
労働力率の低下から上昇へ
すでに考察してきた経済成長との関連で，経済成長を支え，かつそれに
規定されてもきている労働経済の主要な側面を分析して承よう。最初に表
５によって労働力人口などの主要指標の動きをふておこう。
まず，(1)15～64歳のいわゆる生産年齢人口の動向をふると，表２の実質
表５労働力・就業・失業などの変動率など
竿|労働力率|就iii者口失:者|失業季'二豐塁 参 考15～64歳人口Ａ 雇用比率経済計画・年次 実雫長|Ｃ/ＦｌＥ/Ｆ％
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成長率と同様に年率の単純平均を示したが，全体として途上国らしい人口
の著増が感じられる。しかし，第２次大戦直後のベピーブームが60年代後
半の第３次計画期に年率４％にも達した生産年齢人口の急増を招いたあと
はその増加テンポが低下に転じ，８０年代後半の第９次計画期には２％をも
下回るほど低下してきている。というのは，出生率の低下によって15歳未
満の年少人口のシェアが縮小しつつあることを示すと同時に，６５歳以上の
高齢人口のシェアが拡大しつつあることも反映しているのだろう。
つぎに，(2)労働力人口も生産年齢人口の動きにつれてその伸び率の上昇
から低下に転じているが，生産年齢人口の動きとは多少異なって，その伸
び率は70年前後の第５次計画期にピークに達し，生産年齢人口の増加率の
ピークよりも１期遅れている。それだけでなく，労働力率の伸びがピーク
に達するまでは生産年齢人口の伸びを下回り，したがって労働力率は表示
したように低下傾向を辿っていた。だが，その後は逆に労働力の伸びの方
が上回り，したがって労働力率は上昇傾向に反転している。理論的に考え
てふると，このような変動には，労働力に対する需要と供給の双方が微妙
な作用を及ぼしているはずだが，７０年前後までの労働力率の低下の過程は，
15歳以上の青少年の顕著な高学歴化の過程でもあった。それと同時に労働
力の供給圧力の過剰により，潜在失業化や非労働力化が進んだ過程であっ
た，とふるべきだろう。逆に70年前後以後は需要圧力の方が優位となり，
労働力率が上昇すると同時に非労働力の相対的減少が進んだ過程とふるこ
とができる。現にこの間の非労働力の内容に立ち入ってふると，進学によ
る部分の伸びは鈍化し，高齢化が進んだ反面で，非労働力の過半を占めて
いた家事従事者のシェアが引きつづき縮小してきていたのである（行政院
主計処，８８)。
このように70年前後の第５次計画期が労働力率の低下から上昇への分岐
点となったことは，のちに解明するようなⅢ転換点〃の検出に重要な示唆
を与えている。時も時，第５次計画では，すでに前述したとおり労働・技
術集約両型の工業化が追求されるもとで，それまでのような単なる就業機
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２１９
会の拡大ではなく，労働力の質量両面の充実が計画され，それらのための
社会資本の拡充が企図され，また固定資本の増大や輸出成長などによって，
実質成長率が12％にも達し，これまでのピークを記録する成果を上げたの
である。
つづいて，(3)就業と失業の動きをよよう。まず就業の増加率は，やはり
70年前後の第５次計画期にピークに達しており，このような就業の増大が
労働力の増加率のピークを規定していた。このような就業の著増はすでに
60年代から始まっていたが，それによって失業を大幅に減少させ，前述の
ように労働力供給の増加によって60年代前半には４％以上にまで高まって
いた失業率を２％前後にまで低下させた。すでに「完全雇用の状態」に達
したと指摘されているのは，この事実にもとづくのだろう。それと同時に，
このように失業が大幅に減少したあと，失業の増減がきわめて大幅になっ
てきている事実にも注目しなければならない。第１次石油ショック時と，
前述のように輸出超過は拡大したのに固定資本シェアが縮小した82～85年
の低成長期との急増，それに対し固定資本は引きつづき縮小したが，輸出
超過がより大幅になり，実質成長率い０％近くに回復した86～88年の急減
という鋭い明暗がそれである。
こうした失業変動の激化は，潜在化しがちだった失業が，就業機会や労
働市場の拡大にともなって，顕在失業に転化したからだろう。またその結
果,76～81年のように1.5％にまで低下した失業率がその後は好不況にかか
わらず，高度成長以前のように２％台を維持するように変化したのである。
この変化に対し公的失業保障などがいかに作用しているかも確かめてみな
ければならないが，少なくても労働力人口の２％台の失業を,慢性的に抱え
る程度の私的保障力が高まってきていることも予想される。それはまた，
のちに承るような就業構造のサービス経済化が進むような状況で，顕在失
業やミスマッチ失業が発生しやすくなった労働市場構造の変化も意味して
おり，先進国現象の発生とふることができる（笹島８４，拙稿，８２)。
さらに，狭義の雇用動向にも注目しておこう。その伸び率もまた，７０年
２２０ 
前後にピークに達しており，その前段となった65～68年とともに年率７％
以上をマークしていた。このように顕著な雇用拡大が，前述の就業の増大
をリードしたのである。こうした雇用の伸び率について看過できないのは，
前述のように低成長化した82～85年を別として就業の伸び率を上回ってい
ることである。ということは，表示したように就業者中の雇用比率が高ま
ったことを意味する。経済計画の初期には40％を下回っていたのが，７０年
前後には50％を超え，最近は70％近くにも接近してきているのである。
これまでみてきた就業と雇用の伸びを経済成長との関連で見直すと，ど
ういうことになるか。当然，両者の相関は大きいわけだが，就業と雇用の
伸びの実質成長に対する弾性値を算出してふると，表５にすでに示したと
おりである。それによると，就業の弾性値は第１次石油ショック時の73～
76年と工業成長が鈍化した82年に０．４を超え，最大となっている。このよ
うに弾性値が大きくなるのは，不況による労働生産性の低下を意味してい
るのだろう。それに対し雇用の弾性値は，前述のように高度成長と雇用拡
大の前段となった65～68年で0.7を超え，最大となっている。その場合，
雇用増加の産業・職業上の特性も問わなければならないが，雇用の労働生
産性は低下した形になっている。その後も雇用拡大はつづいたわけだが，
雇用弾性値が減少しているのは，雇用生産性の上昇を示している。こうし
た過程で，８２～85年だけではあるが，就業弾性値の方がより大きいのは，
のちにも承るサービス産業化によって雇用以外の就業の増加が顕著になっ
てきているからだろう。７０年代後半以降，それまで著しかった雇用比率の
上昇が目立って鈍化するのも，同様の原因にもとづく，とゑてよい。
いわゆる転換点の検証
このような変動を含糸ながらも，貿易収支が黒字基調となり，生産所得
ベースで農業国から工業国に転換したことを始め，就業と雇用の増加率が
ピークに達し，労働力率の低下傾向が上昇に転じるなどの現象が承られた
70年前後の時期が労働経済の大きな転換期だったことは，容易に想像でき
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る。ただし，ここで'１転換点〃というのは，構造的に過剰労働力が堆積し
ているため，賃金などの労働条件をほとんど上げることなく雇用拡大が可
能だった経済発展の段階から，橘造的に過剰労働力が個渇し，労働条件を
相当上げることなしには雇用拡大が不可能な段階への’１転換〃の時期のこ
とである。したがって，かなり大幅な雇用拡大なしには，そういう質的
'１転換'’も起りえないが，労働条件の構造的変化を問うことなしに’１転換
点〃を検出することはできない。しかしながら，いかなる指標で，問題の
構造変化を検証するかとなると，理論_上も実証上もいろいろな問題があり，
多くの制約がつきまとう。
ここでの作業では，(1)製造業の雇用データが長期間に渡って時系列には
えられなかったので，製造業の就業データで代替せざるをえなかった。製
造業に限定したのは，主導要因である工業化の直接の影響を把握しようと
したからだが，本来は製造業のなかでも過剰労働力が構造的にも発生しや
すく，その変動による影響が顕著な不熟練職種に注目すべきだったかも知
れない。しかも，工業化の直接的影響といっても，製造業だけに限らず，
工業化に直接関連した他産業の不熟練職種をもより広く対象とすべきだっ
たろう。しかし，前述のように70年前後の転換期直後の製造業における業
種別雇用構成を承ても，付加価値構成では重化学工業比率が50％間近な段
階ではあるが（笹本，８８)，まだ紡織業が最大のシェアを占め，軽工業のシ
ェアが過半を占めていた。また，電機・電子工業の雇用も伸びつつあった
が，その過半も不熟練職種や半熟練職種で編成されていた，とゑてよいだ
ろう。こうした労働力構成を反映してか，のちにふるとおり，製造業は平
均賃金が最低の産業なのである。
さらに，(2)この作業にとってもう一つの戦略的指標である労働条件は，
製造業の平均賃金で代表させた。本来は労働時間や職場環境や人事・労務
・厚生管理，さらには労働基準を始め，労使関係も対象とした労働法制や
社会保障などにも拡大すべきだろう。ここでは単純化して平均賃金の動き
に代表させ，名目賃金の変動率を消費者物価の変動率で除して実質賃金の
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表６製造業の就業・実質賃金増加率と弾性値
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変動として考察することにした。しかし，このように物価変動を捨象した
だけでは労働市場内部の純商品経済要因だけで考察することにはかならず
しもならない。なぜなら，それ以外に政府の賃金政策などの影響や労働組
合などを媒介とした労使の交渉力や労働市場の雇用情報・職業紹介機構な
どの純経済要因から独立した政治・社会・文化要因などの作用を免れない
からである（拙著，７７)。
さしあたり前置きはこれくらいにして，作業結果を考察しよう。それを
示した表６によれば，(1)製造業の就業増加もまた，年率の単純平均を経済
計画期別にゑて，やはり70年前後の第５次計画期をピークとし，その前後
の計画期とともに－大山脈を形成する中高の変動を示している。しかも，
70年前後は12％にも達し，その前後期が８～９％にも達しており，すでに
ふた雇用全体の成長率や実質成長率の推移に似たような形状をふせている。
それに対し，(2)実質賃金の変動率も全期間プラスなうえに，７０年前後に９
％を上回り，ピークに達しているが，第７次の76～81年や第９次の86～８８
年にも８～９％をマークしており，なぜか奇数次の期間に上昇率が高まる
ような波を打っている。それは，市場メカニズムの欠陥などによるタイム
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ラグかも知れない。しかし，それ以上に，７０年前後を転換期として前後半
に二分して承ると，第１～４次の単純平均が４．２％に止まっていたのに対
し，第５～９次は７．６％にも上昇していることが注目される。
だが，表示したように第２次で就業は５％以上も伸びたにもかかわらず，
実質賃金はほとんど上昇しなかったのを別とすれば，全期間を通して実質
賃金はかなり上昇しており，実質賃金上昇の就業増大に対する弾性値を算
出して承ると，前述のように重化学工業化が本格化した第３次の61～64年
には２を上回り，最高の86～88年についでいる。それにしても，第１～４
次の弾性値の単純平均はほぼ１に止まっており，就業が１％拡大すれば実
質賃金も１％だけ上昇する程度だったのが，第５次以降はその弾性値の平
均が１．４に増大している。なによりも，上述のとおり実質賃金の上昇率そ
のものが，第１～４次の4.2％に対し，第５次以後は7.6％にもはね上って
いる。さらに対･実質成長弾性値も，第１～４次の0.47に対し，第５次以降
は，0.85にも増大しているのである。
したがって，実質賃金上昇の対就業増大弾性値そのものは０．８に止まる
が，その前後の構造的ともいえる顕著な変化からゑて，７０年前後の第５次
計画期のどの時点かに’１転換点〃が存在した，と判断してよい。より立ち
入ってみると，この期間では70年と72年に名目賃金が15～16％も上昇し，
それ以前には珍しいほどの上昇をマークしたのに対し，消費者物価の上昇
は３％内外に止まったので，１１～13％の実質上昇となっていた。因承に，
この両年には就業の増加が14～16％にも達し，これまたそれ以前はほとん
どみられなかったほどの就業増加を承せており，賃金上昇はそれにきわめ
て感応的に変動したことになる。ただし，第６次の73～76年には石油ショ
ックによる影響が含まれており，７３年には就業の成長が72年以上に加速し
たこともあって，名目賃金は27％も上昇したが，７２年には消費者物価が４７
％も上昇し，就業増４％に対し名目賃金の上昇は16％に鈍化したために，
実質賃金は21％も低下したのだった。したがって73～76年の実質賃金の上
昇は平均すれば5.6％に止まり，対就業増加弾性値は0.7に減少したのであ
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る。しかしその後は弾性値が１を超え，２を上回るほどに増幅してきてい
ることに注目しなければならない。というのは，こうした現象に'１転換点〃
以後の構造変化がゑてとれるからである。
いくつかの傍証
それにしても，循環的な変動のほかに石油ショックのような急激な変化
やタイムラグなどは避けられない。そのうえ，実質賃金だけでは多少心許
ないので，若干の傍証を試ゑておこう。これまでの研究では，過剰労働力
を供給する農業部門などの限界労働生産性と工業部門などの制度的賃金の
動きをテストしてゑているわけだが（Lewis，５４など)，ここではまず農家
労働力の移動から傍証してふよう。先行する研究によると，６０年代前半ま
では農業就業者が増加しつづけていたが，６０年代後半以降の製造業などの
就業増大によって若青年層を中心とした農家労働力が流出し，その結果，
農業就業者が減少に転じ，農家人口の自然増を上回る脱農化が展開するこ
とになった（石田，８８)。そのために通勤兼業農家などが増えると同時に，
農業就業者の40歳以上の中高齢化や女性化が進んだのである（隅谷，８９)。
もっともこれだけでは，避家からの流出労働力が製造業に直接どれだけ吸
収されたのか，あるいは零細規模の商業やサービス業などを迂回した（隅
谷ほか，６７，表，８３）のかはわからない。しかし，いずれにせよ，製造業の
就業の増大に吸収され，７０年前後にはⅢ転換点〃を超えるような労働市場
状況が構造化したことをここではとくに重視したのである。
つぎの傍証は，労働力の需給関係にふられる構造変化である。すでに表
５でふたとおり，６１～64年に４％をも上回った失業率は，６５～68年には２
％台に低下し，’１転換点〃の70年前後には１％台に低下していた。ただし，
82年以降，再び２％台に上昇したのが注目されるが，それまでの失業率の
低落は労働力の需給を逼迫させ，前述のような顕著な賃金上昇を招くほど
人手不足を激化させた労働市場の構造変化を反l決していたに違いない。図
１はこうした失業率の動きを公共職業紹介機関における求人倍率の動きと
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２２５
図１求人倍率と失業率の動向
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行政院主計処，８９年による。６６～87は年次を示す。
関連づけてふた結果である。それによると，大きく括ってゑて失業率の低
下に対応して求人倍率が上昇していることは疑えない。しかし，立ち入っ
て承ると二重ないしは三重の趨勢線が引けるように糸える。(1)一つは66年
の失業率３％と求人倍率0.6倍から80年の1.2％と１．９倍の線であり，この
趨勢には81,82年も含まれる。(2)もう一つは，８５年の２．９％と０．９倍から
２％と２．７倍の87年に流れる趨勢であり，これには83,84年，さらに75年
も含まれるようにふえる。そして，(3)その中間に76～79年の趨勢が走って
いる，とゑられる。
このように，７６～79年の中断を含む６６～82年のラインは，８２～83年や
74～75年のように求人倍率が上昇しているのに失業率も上昇するという大
きな逆行によって，８３～87年のラインに右上方に大きくシフトした，とふ
てよい。同じような右上りの小さな逆流は68～69年にもふられるが，６９～
71年には左下りに急調整されている。この時期はちょうどⅥ転換点〃の時
期でもあり，求人倍率がちょうど１倍以下の求職過剰から１倍以上の求人
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超過に高まったことに重要な意味がある。こうした質的な変化にもかかわ
らず，なんらかの需給のミスマッチのために失業率が上昇したあと，おそ
らく賃金の急上昇などによって急調整され，失業率は低下したが，求人の
増加以上に求職が増加し，求人倍率が多少低下したのだろう。
これとほぼ同様に趨勢線の右上方への大きなシフトについても，つぎの
ように理解できるだろう。といっても，公共職業紹介機関の対象は限界的
におそらく不熟練や半熟練の職種を中心としているのに対し，失業には熟
練職種などの広い聯種も含まれるだろうから，両者はかならずしもぴった
りと対応していない。それにしても，不熟練職種などの求人倍率が同じく
２倍近くなのに，７４年や81年のように失業率が１．５％近くだったのが，８３
年や86年のように２．５％を上回るように変化したのは，両者のサンプルの
差異では説明できない。このシフトは，すでに指摘されているように産
業・職業・地域間などの労働力移動がスムースにいかぬ，いわゆるミスマ
ッチ失業の堆積によって説明されるだろう。だが，さらに立ち入って考え
てとZ入ると，こうしたミスマッチの要因として，賃金などの労働条件の上昇
が不十分だったり，また求職者の労働条件や職種などの選好がきびしくな
ったり，さらに雇用情報や職業紹介・訓練などのあり方が不適当なことな
どが挙げられるだろう。いずれにせよ，先進国型の完全雇用下の慢性失業
化が予想される。
しかし，それと同時に先進国型と顕著な差異についてもゑておかなけれ
ばならない。それは，図２に示した労働争議の発生状況である。７０年前後
までは年間１００件も発生していないが，さすがにⅢ転換点〃に達するほど
の労働市場状況になると急激に増え，第１次石油ショック直後までに，解
雇をめぐる労使紛争を中心として400件以上に急増した。さらに，８０年代
に入ると，解雇問題のほかに賃金未払いや労災補償などの手当の要求をめ
ぐる紛争も増え，ついに1,000件を超え，８５，８７両年には1,600件をも超
えている。この1,600件という水準は，総数500万人を超えるようになった
雇用労働者数で除して承ると，１万人当り３件ほどに相当する。これを日
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２２７
図２労働争議の原因別件数（累計）の動向
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行政院主計処『労工統計年報』８８年による。８６年は数値が欠落している。
本と比較してふると，近年では第２次石油ショック直後に年間7,500件以
上に増えたが，それを当時の雇用労働者数で除してみると１万人当り２件
近くに止まるから，近年の日本の最高水準よりは高くなっている。ただし，
等しく企業別組合が中心なので，企業の雇用規模の差異も考慮せねばなら
ぬと同時に，先進国のなかでも日本の労働争議の発生件数は極端に低いか
ら適当な基準にはならないが，台湾にとってより重要なのは，この論文の
冒頭で触れたような開発独裁のもとでの「権威主義体制」の動揺に先立つ
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て，その崩壊の契機となるほど激増した事実である（劉，８７)。
こうした労働争議の激発も社会処や社会局が把握した状況を示すに過ぎ
ないにしても，前述の失業率の上昇とともに，７０年前後の’１転換点'’を通
り過ぎたあとのまた新しい転換を示唆している。しかも，前述したように
争議の原因が，不当解雇や労災補償や賃金未払いなどを中心としており，
先進国のようにより積極的な賃上げ紛争がきわめて少ないことにも台湾の
特殊事情が認められる。この点は’労働組合の組織率は30％を上回るもの
の，その単位となっている企業別組合が，本格的な労働条件の決定機能を
ほとんど持たぬ苦情処理機関に止まることにもとづくのだろう（隅谷，８９)｡
逆にそれだけに，近年の労働改革のもとで，より本格的な労働組合運動の
増大が展望されるわけが，いずれにせよ，こうした事態が'１転換点〃から
スタートを切った事実に注目しておかなければならない｡
産業・職業別就業構造の変貌
いわゆる転換点とその後の転換期の検証のために総括的な考察を先行し
てしまったが，最後に再び基礎過程の分析に戻って，すでに糸た経済発展
を支えた労働経済の展開を概観しておこう。そこでも，７０年前後の転換点
や80年代に入ってからの新しい転換の傍証が付け加えられるだろう。
始めに，すでに所得サイドからみた産業構造の変化を就業サイドから経
済計画期別に見直すために表７を掲げておく。それによると，(1)まず農林
水産業は第１次計画期の50％から第９次計画期の15％まで，大幅に縮小し
なければならなかった。とくに前述のように60年代後半，なかでも転換点
の70年前後から，新しい転換期を迎える80年前後までに，６～７％ポイン
トほども大幅な縮小をふせたことに注目しておく必要がある。(2)その裏側
で，すでに糸たような製造業などの拡大プロセスが展開された。とりわけ
製造業は，１３％から34％にまで，産業別に最大の拡大を示しているが，転
換点から80年代の始めまで，もっとも大幅な拡大がふられた。それは表６
の製造業就業の増加率からも理解できる。(3)製造業のほかにも，建設業，
表７産業別就業者シェアの変化
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表６と同じ。各年シェアの単純平均を示す。
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運輸・通信業，商業・サービス業なども全体としてシェアを増加させてい
るが，これらのうち，建設業と運輸・通信業は80年代に入って縮小に転じ
ている。この反転は，製造業の拡大テンポの鈍化と関連しているに違いな
い。(4)これに対し，商業はすでに転換点前に，また金融業などのサービス
業は転換点以後に，一時多少縮小したが，８０年代には前述の製造業などに
代ってそのシェアを顕著に拡大させつつある。
この間に鉱業・採石業も縮小しているが，とくに農林水産業の縮小をい
わば土台として台湾の工業化が大きな展開を示したのである。そのなかで，
製造業だけでなく，それに関連した，あるいは独立した商業などの第三次
産業化も進んだのである。しかし，第９次計画期の86～88年でも，第三次
産業のシェアは43％程度に止まっており，その反面,第二次産業は42％を占
めており，先進国の産業構造の'１脱工業化〃とは異なった，いわばＮＩＥＳ
型の就業構造を示している。そのことは，すでに所得鯛造についても指摘
したが，さらに両者の間に認められる微妙な差異についてはのちにみると
して，８０年代に入ってきてからの金融業などの第三次産業化にも十分注目
しなければならない。その結果，転換点前には製造業の就業増加が年率平
均で５％にも達し，全産業の伸び率２．３％を大きく上回っていたのが，転
換点以後は製造業の伸びが6.6％にも達したが，全産業の伸び3.3％とのギ
ャップはある程度縮小してきているのである。
このような工業化のなかで，就業構造が女性化したことは想像しやすい
ところだろう。表８は60年代央からの各経済計画期首の各産業における就
業者中の女性比率を示したが，(1)全産業ベースでは20％ほどから37％に拡
大してきており，日本などの40％水準に迫まるほどの進展ぶりをふせてい
る。(2)なかでも製造業と商業などにおける女性の進出が目覚ましい。とく
に製造業では転換点を通過する段階まで１０％を多少上回る水準から一気に
40％に上昇したが，その後の重化学工業化につれてその拡大テンポもいち
じるしく鈍ってきている。(3)それに対し，前述のように第三次産業化のな
かで比較的’快調な拡大を示しているのが商業と金融業の女性化であり，８６
表８産業別就業者中の女性比率の変化
(％） 
￥Ⅸ|総平均|慾 蕊|製造≦ 電気・ガス・水道業 金融・保険業 その他のサービス業建設業|㈲￥|鑿睾
f1ilij;lIilM1ll1iii乱
年次'けｎ歳にM刹腓贄ｺﾙ弘口緋羽沙必'腓艸M小…'…'開-'計鐘11iJJIIlliilliMJ川illiiliiJij
232 
年には製造業の女性比率を超えて45～46％にも拡大してきている。(4)これ
らに対し，建設業を始め，鉱業・採石業，電気・ガス・水道業，運輸・通
信業はいわば男性の世界であり，８６年でも10％台に止まっている。しかし，
こうした分野でも少しずつ女性化が進んできていることにも注目しなけれ
ばならない。
すでに表５でふた15～64歳人口の動きからも，この間の労働力構成にお
ける若年の縮小と高齢者の拡大などが予想される。表９は，同様に各計画
期首における年齢構成を示したが，かなり複雑な動きをみせている。その
なかで，(1)15～19歳の若年層は，まえにも触れたように偶然と失然の要因
の微妙な作用によって転換点に過ぎる頃までそのシェアが20％近くまで拡
大し，他の５歳刻糸のシェアを大きく上回っていたが，その後，進学率の
上昇などによって急速に縮小してきている。(2)それに対し，２０～34歳の青
年層は増減の変動を含ゑつつ複雑な動きを示しながら全体としてまだ拡大
してきている。(3)それに比して，３５～54歳の中高年層は，増減の変動を示
しつつも全体として縮小してきている。(4)これらに対し，５５歳以上の高齢
層では，６５歳以上の動きがやや特異だが，全体として拡大してきてはいる
けれども，８６年でも10％ほどのシェアに止まっている。
以上を労働力としてのほぼ中間点に当たる40歳で切って40歳以上のシェ
アを承ると，７０年代には多少拡大したが，近年また縮小し，３０％を多少上
回る水準に止まっている。このように，中高齢化の顕著な先進諸国とは異
なり，４０歳を下回る労働力のシェアが３分の２以上を占めている点にも，
ＮＩＥＳとしての大きな特徴がふいだされる。
こうした労働力・就業構造の変化を，今後は職業構成の変化からゑてお
こう。表10には，同様に各計画期首の職業構成と，これまで省略してきた
就業者の実数の変化を示しておいた。それによると，(1)65～88年に就業者
総数が380万人ほど810から万人ほどに急増するなかで，農林水産業従事者
はシェアだけでなく，実数そのものも減少してきている。(2)それに代って
最大のシェアを占めることになった生産職や労務従事者は９３万人から300
表１０職業別就業者シェアの変化
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万人以上まで増加し，シェアも２５％から４０％以上に拡大したが，しかし
86～88年には両方とも縮小し始めている。さきの産業構造にも検出された
'１脱工業化〃現象なのだろう。(3)それらに代ってその他の職業が拡大しつ
つあるが，なかでも顕著なのが事務職と販売職の増大であり，とくに事務
職は転換点以後，とりわけ最近いちじるしい拡大を示している。(4)この両
職種に比べればその規模はまだ小さく，ここにもこれまでのＮＩＥＳ型の特
徴がふられるが，行政・管理職と専門・技術職の，しかもⅥ転換点〃以後
の顕著な増大もふられるようになってきている。
このようにサービス経済関連の職種はまだ50％を下回っているとはいえ，
産業構造でふたサービス産業化よりももっと顕著な職業構造のサービス経
済化がとくに80年代に入ってからいちじるしくなっているのである。
産業別賃金構造・所得構造の変動
最後に，これまでゑてきた産業構造の変貌に対･応して産業別賃金構造な
どがいかに変化したかを考察しておこう。図３は第１次石油ショック後の
産業別平均月収を示すに止まるが，これによって転換点後における賃金構
造の変化の重要な側面が分かるだろう。一見して，高賃金の電気・ガス・
水道業と金融・保険業と低賃金の製造業を始めとする建設業や商業・サー
ビス業との対照が明らかなように糸える。これらのうち,銀行を始め,電力
業などは公企業なので，その優位性が高賃金となって現われているのだろ
う。近年は電力業などが金融・保険業より上位になってきているが，すで
にふた表８のように電力ガス水道業が建設業や鉱業などとともに男性の世
界であるのに対し，金融・保険業では商業や製造業とともに就業者中の女
性比率が近年高まっており，賃金水準の性差がなお大きいこと（隅谷，８９）
から推して，男性の給与水準では金融・保険業が最高なのだろう。同様に
製造業が最低にふえるが，性差をコントロールすると男性の世界の建設業
が最低になるに違いない。
こうした公企業労働者と民間のブルーカラーの賃金格差は，グラフで承
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２３５
図３産業別平均月収の動向
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ExecutiveYuan，Directorate-GeneralofBudget，AccountingandStatistics， 
1989. 
る限り，８０年代に入ってますます拡大しつつようにふえるが，かならずし
もそうはいえない。というのは，最低の製造業を基準とする産業別格差を
三つの期間に分けて比較した表11をふれば，近年は再び拡大しつつあるが，
転換点後全体として縮小しているからである。第１次石油ショック後の７４
～76年は，最低・最高が100対221だったが，第２次石油ショック後は１００
対175に縮小しており，労働争議が激発した86～88年には100対188にまた
多少拡大したのである。そして全体として最低・最高差が縮小してきてい
るのは，最低の製造業における月収の伸びが最高だったからである。
もっとも，転換点前の産業別格差を実証して承なければ，転換点後の最
高低差の縮小は十分に証明されたことにはならない。しかし，さぎの表８
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表１１産業別平均月収と格差の動向 (元，％）
金融・
保険業
電気・
ガス・
水道業
他のサ
ービス
業
運輸・
通信業
鉱業・
採石業
年次 製造業 建設業 商業
7,680＊ 
（221） 
16,187 
（173） 
25,976 
（170） 
６，４４０ 
（186） 
16,351 
（175） 
28,791 
（188） 
5,043 
（145） 
11,649 
（125） 
17,915 
（117） 
３，４６８ 
（100） 
９，３４８ 
（100） 
15,313 
（100） 
４，３５１ 
（125） 
10,212 
（109） 
16,222 
（106） 
５，２８７ 
（152） 
13,843 
（148） 
17,297 
（113） 
1974～76(A） 
１０，４５１ 
（112） 
16,647 
（109） 
１０，５９７ 
（113） 
15,719 
（103） 
80～82(B） 
86～88｡ 
⑨
⑥
 
／
／
 
⑧
。 153.9 
７６．１ 
131.0 
５３．８ 
110.8 
６０．５ 
170.0 
９５．７ 
134.7 
５８．９ 
161.8 
２５．０ 59.2 48.3 
行政院主計処，1989による。
鵜は２年間の単純平均，後段の対前期伸び率を前期100に対する指数，－は不明
を示す。
のように製造業における就業者の女性化が転換点までとりわけいちじるし
かったことを考慮に入れると，製造業の賃金上昇は公企業に比べてあまり
顕著ではなかったに違いない。しかし，こうした製造業と公企業との格差
が転換点のあとで縮小してきたとしても，実は製造業よりも低賃金産業の
建設業と公企業との格差は拡大してきているのかも知れない。しかし，建
設業の平均月収に対する最高賃金産業の平均月収の倍率をみると，７４～７６
年から80～82年にかけては，1.70倍から1.61倍に縮小したが，その後，８６
～88年にかけては再び1.77倍に戻っている。稼働日数が少ないのかも知れ
ないが，もし建設業が最低賃金の産業だとすると，最高低差は転換点のあ
と拡大はせず，ほぼ維持されていることになるだろう。
つぎに問題になるのは，こうした産業別賃金構造とその変化が経済発展
に対して持つ意義を探ることである。といっても，経済発展のコンセプト
の設定し､かんで，その意味も多様だが，ここでは就業者１人当りの生産所
得とさきの賃金構造との関連を間うておこう。そのために，さぎの表３の
産業別生産所得シェアを表７の産業別就業者シェアで除して承よう。その
結果は表12のとおりだが，そこには全産業の平均を１とする各産業の位置
表１２産業別就業者あたり生産所得の相対関係の変化
農林
水産業
鉱業・
採石業
運輸・
通信業
金融など
のサービ
ス業
電力・
ガス・
水道業
経済計画・年次 建設業製造業 商業 平均
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表３，７より算出した。
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づけが示されているはずである。その位置づけというのは，生産所得が賃
金プラス利潤一利潤から利子・地代・税負担は除かれる－だから，そ
の平均に対する相対関係が示されるわけである。
表12によると，(1)農林水産業は初期の計画期からすでに１を下回ってお
り，しかも転換点では０．５をも下回り，８０年代に入ると一層低下してきて
いる。ということは，なにを意味するか。前述のように60年代後半から農
業部門などの過剰労働力が大量に流出したわけだからその限りで就業者１
人当りの生産所得水準は上昇したはずなのに，相対的地位が低下したとい
うことは，相対的な価格関係と労働や資本の生産性の低下を意味するだろ
う。因糸に，これらのうち，家族経営の小農であれば，その生産所得には
理論上利潤が含まれない場合が多いから，賃金相当部分が相対的に低下し
てきている，と考えてよい。(2)これに対し建設業と商業もまた，初期には
電力・ガス・水道業などともに相対的地位が高かったのが，工業化ととも
にしだいに低下してきている。とくに建設業は転換点以後１を下回ってい
るが，労働力構成の女性化などとともに賃金の相対的地位が事実上最低に
落ち込むほど低下してきており，生産性の相対的低下や企業間競争などに
よって相対的な価格関係がより不利になり，利潤さえ十分に確保できない
ような状態に陥っているに違いない。これに対し商業の方は賃金の相対的
地位が近年高まりつつある反面，建設業ほどではないにしても生産性の停
滞や相対的価格関係の低下によって利潤の形成が不十分になってきている
のではないだろうか。
これらに対し，(3)ある意味で逆なのが鉱業・採石業である。転換点とそ
の直前で生産所得の地位はやや低下したが，その後かなり顕著に回復しつ
つある。とくに80年代に入ると，ひきつづき就業の伸びが停滞するなかで
賃金上昇が鈍化しているのに対し生産所得の地位が高まっているのは，合
理化などによる生産性の向上や独占などによる相対的価格関係の上昇によ
って利潤が拡大したからに違いない。(4)しかし，目を見張るほど生産所得
の地位が上昇しつつあるのが，電力・ガス・水道業である。初期計画の段
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階から平均を２倍以上も上回っていたが，転換点では５倍以上に急上昇し，
あとは上昇テンポが鈍ったとはいえ，８６～88年には７倍にも達している。
この分野でいかに賃金上昇が顕著だったかはすでにふたが，それでも製造
業の賃金水準を２倍とは上回らなかったのに対し，生産所得は６倍以上に
上昇してきている。これは，合理化効果も大きいのだろうが，自然独占や
公企業としての独占的な価格形成にもとづくのだろう。こうした社会資本
の充実は前述のように経済計画や重点建設のなかで繰り返し強調されてき
たが，それにもかかわらず先進国などに比べてきわめて顛倒的な状況を示
しているのは，相変わらず供給力不足なのか，独占的支配力による，と老
ざるをえない。
それに比べれば，(5)金融などのサービス業では初期の相対的優位が逆に
徐々に失われつつある。ただし，ここでは金融・保険業と公務や修理業な
どのサービス業が分離できないが，８６～88年のいちじるしい地位の低下は，
金融・保険業の賃金水準は高い反面で，おそらく公務員以外のサービス業
の賃金水準が相対的に低下したからかも知れない。いずれにせよ，この分
野では全体とすれば上述のような独占的利潤を享受している，とみること
はできない。というのは，すでに繰り返し指摘してきたように先進国の金
融などのサービス業の影響も大きく，現に多数の多国籍金融機関が進出し
てきており，それらとの競争が避けられないからだろう。それに対し，（６）
運輸・通信業は平均を多少前後しながら，ならしてゑて平均を多少上回る
安定的地位を持続している。それに対し賃金水準の方は74年以降ある程度
低下してきているので，逆に利潤は拡大しつつあるに違いない。
以上に比べ，(7)製造業の生産所得は平均並みからスタートを切り，転換
点では１．３に達するまで上昇したが，その後はいずれかといえば低下傾向
を辿っており，８６～88年には平均を10％だけ上回る地位にある。こうした
現象をいかに理解するか。転換点に達するまでは，転換点以降に比べてよ
りマイルドな賃金上昇がふられたのに対し，生産所得の地位がかなり向上
したのは,利潤の拡大を意味する。この過程は,前述のとおり輸入代替主導
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の工業化から輸出主導の工業化に転じると同時に，重化学工業化がかなり
進むプロセスだったが，それに応じて賃金上昇より以上の利潤の増大がみ
られたのだろう。転換点では実質賃金で10％以上の賃金急上昇が承られた
のにもかかわらず生産所得の地位が高まったのは，生産性上昇や価格関係
の向上で賃金急上昇と同時に利潤も増加したのではないかとみられる。し
かし,その後,賃金水準の地位は高まっているのに生産所得の地位が低下し
てきているのは，生産性の停滞や価格関係の悪化などによって利潤が縮小
しつつあることを示唆している。これもまた'１脱工業化"の反映なのだろう。
それにもかかわらず，製造業の生産所得は最近でも全産業のなかで最大
のシェアを占めており，そこで賃金上昇の反面，利潤の確保が相対的に縮
小しつつあることは，全体の経済発展にもマイナスの影響を与えることに
なるだろう。すでに指摘されているように，こうした工業化の行き詰まり
を打開しないことには，ますます金融国家に傾斜していかざるをえないの
である。いずれにせよ，転換点後，農林水産業と建設業と，逆の意味で電
力・ガス・水道業と鉱業・採石業は平均との格差が拡大しつつあるが，そ
れ以外の産業は製造業を始めとして平均との格差が縮小しつつある。しか
し，全体として産業間で格差が拡大していることの方がより重要である。
ということは，一方では就業者１人当りの賃金は多かれ少なかれ上昇して
いるわけだから，他方で転換点前よりも利潤の相対的縮小が承られると同
時に，利潤形成などの産業間格差が拡大してきていることを示すのである。
Ⅳ総括＝＝経済発展と労働経済のダイナミックス
経済発展建設計画の展開
この論文では，始めにまず優れた先行研究の成果にもとづいて，1986年
以後の台湾の政治経済体制がいかに大きな変革期を迎えているかについて
考察した。それは，一口でいえばとくに政治体制上の開発独裁が解体し始
めている事実を示している。開発独裁の「権威主義体制」の根底を支えて
きた労働政策の改革のスタートが，もっとも端的にそのことを表わしてい
台湾の経済発展と労働経済のダイナミヅクス２４１
る。つづいて本稿では，政治上の国民党一党独裁のもとで展開された経済
建設計画に注目した。というのは，のちの実証分析の時期区分の指標とし
ても必要だったが，独裁体制下の経済開発の意思もふておきたかったから
である。
その経済建設計画は，９次に渡る展開のちょうど中間の第５次計画まで，
実効性のある「経済政策の手段」だったが，それ以降は「中期的経済見通
し」か「軽い指針」に変身している。だが，これによって政府の経済開発
政策が終ったわけでは決してない。奇しくも転換点通過後から，前述のよ
うな重点建設に転換している。いわば総論的な経済政策から各論的な産
業．社会政策への転換といってよい。それにともなって経済建設計画は，
ますます抽象的になると同時に体系的な国家意思を表現するように変化し
たともふることができるだろう。
このような重要な転換を合とZ八つつ，開発独裁国家の意思は，まず(1)産業
ベースでは，軽工業から重化学工業へと輸入代替戦略が展開されたのと雁
行して，輸出戦略も一段と強化され，さらに高付加価値工業化へと推移し
てきている。(2)それと並行して，外資・技術導入が追求されると同時に，
物財の貿易バランスを追求することを始めとした｢中進国としての自立化」
の目標をも掲げている。(3)それはかなり矛盾した開発目標の設定だったが，
ちょうど転換点に差しかかった段階から研究開発と技術開発にもとづく工
業化，そのための労働力の質的向上や社会資本の充実を追求せざるをえな
くなっている。(4)この間に台湾に特有の「民生主義」思想がそれとなく表
現されている点も見逃せない。開発独裁国家の経済体制を重視した政府企
業の強化は伏せられているが，就業・雇用機会の増大，物価安定，「公正
な社会建設」によるニュータウン建設や社会保険・福祉の充実，さらに経
済の「自由化・民主化」まで強調されている。しかし，政治上の「権威主
義体制」のもとでの経済自由化・民主化を強調しても，それは矛盾せざる
をえない。こうした開発独裁体制のディレンマは，８０年代に入って深刻に
ならざるをえず，それへの経済計画としての対応がさきの「公正な社会建
242 
設」という目標だったのである。(5)それと同時に，すでに触れた高付加価
値型工業化も追求することになったが，こうした経済建設計画と重点建設
計画を通してみて，それが農業なども含めた生産主義に貫かれていること
も指摘しておかなければならない。８０年代に入ると，前述のような第三次
産業化やサービス経済化が顕著に進んだわけだが，こうした領域は「自
由化・民主化」に委せられたとしても，それと国有銀行などの支配が残さ
れていることとは明らかに矛盾している。
国民所得と労働経済のダイナミックス
ここまでは先行した研究成果にもとづいて経済建設計画の展開などを中
心に概観したが，それにもとづいてこの論文では国民所得と労働経済など
の統計分析を試ふた。
まず国民所得統計の分析によれば，(1)経済建設計画にもとづく工業化戦
略が実効を発揮し始めてから鹸近まで，実質10％近くの経済成長をつづけ
ており，転換点の70年前後の第５次計画期には12％にも達したが，それを
主導したのは需要面から承ると，第一次石油ショック頃までは固定資本の
増加であり，その後，とくに近年は国内総生産のなんと50％以上にも達す
るようになった輸出成長であった。ただし，固定資本のシェア拡大は第１
次石油ショック後縮小に反転したが，その後は輸入代替効果の発現によっ
て輸出超過が国内総生産の10％以上にも拡大し，それがまた実質成長を主
導する要因となったのである。(2)こうした過程を生産面からふると，転換
点以後，それまで最大だった農林水産業に代って製造業の生産所得シェア
が最大となり，明確に工業国の風貌を備えることになった。しかしその
後は製造業シェアの拡大テンポは鈍り,代って金融などのサービス業,やや
遅れて商業などのシェアが増大してきている。(3)これを分配面から見直す
と，なんといっても雇用労働者の所得シェアが50％を超えるほど，ほぼ一
貫して拡大していることが目に付く。というのは，４０％以下から70％近く
まで,就業者中の雇用比率が向上するとといこ,雇用労働者１人当りの所得
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水準が上昇した効果を示している。またこのことが，転換点まで急激に相
対的シェアを縮小してきた最終民間消費の縮小テンポを鈍らせ，前述のよ
うに相対的に縮小に転じた固定資本の動向をある程度カバーしたのである。
このように経済成長を支え，またそれに規定もされた労働経済のダイナ
ミックスのなかで，なによりも問題になるのは転換点の検出である。ここ
での手法は，製造業の就業増大に対する製造業の実質賃金の上昇を中心と
する’１制度学派〃的分析方法だが，７０年前後の第５次計画期に，かなり大
幅な実質賃金の上昇なしには就業を拡大できないような転換点が見出され
る，という結論をえた。もっとも，観察期間中，一貫して実質賃金が上昇
しており，もし実質賃金がまったく上昇しない領域から上昇に転じるポイ
ントを検出しようとすれば，財政金融政策によって経済成長をコントロー
ルするような現代資本主義が形成される以前の時期について検証してみな
ければならないのかも知れない。
この結論の傍証はいくつも挙げられる。(1)前述のように需給両要因によ
る労働力率の低下から上昇への反転，(2)失業率の４％から１％台への急落，
(3)求人倍率の１倍以上への上昇，(4)実質賃金上昇の加速化，(5)農家過剰労
働力の大量の脱農化と製造業などの雇用拡大。さらに，労働経済そのもの
の要因ではないが，労働争議の急増。これらの要因は，それぞれ独自な面
を持ちながらも相互に関連しており，それを主導したのは前述のような輸
出志向型成長による急激な工業化にもとづく雇用労働者に対する需要拡大
だとみてよい。それにつづいて，産業別に就業構造や賃金構造などの変化
も考察したが，そこにも上述の傍証が検出されると同時に，８０年代のⅢ脱
工業化〃を示唆する新しい転換の証し屯見出される。
就業者ペースでふると，農林水産業の首座が製造業に移転したのは第１
次石油ショック後のことだった。しかし，首位を占めると同時に製造業の
シェア拡大は鈍り，商業を始めとした金融などのサービス業のシェアが増
大し始めることになった。こうした第三次産業化を職業構成の変貌から見
直すと，製造業などの生産部門まで咄蔽いつつあるサービス経済化の方が
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より顕著なことが分かる。その反面，こうしたサービス経済や第三次産業
はとくに先進国への依存が残された分野でもあるが，とりわけ80年代後半
から顕著になってきているサービス経済化や第三次産業化にはこれまでの
限界を超える動きも含まれているに相違ない。
このような就業構造の変化を女性比率の変動からも糸た。就業者中の女
性比率は，前述した雇用比率の上昇ほどではないが，一貫した上昇を示し
ている。それも製造業によってリードされているが，ここでも転換点以後，
その上昇テンポが鈍ってきており，代って金融・保険業や商業などの多く
の産業での女性化がいちじるしくなってきている。さらに，ここでは産業
別年齢構成の分析は省略したが，労働力人口全体の年齢構成を考察すると，
さすがに部分的には高齢化もふられる。しかし，労働力の３分の２は40歳
未満の青壮年層によって占められており，ＮＩＥＳらしい労働力構成の若さ
を表わしている。このことは，今後の大きな潜在成長力の存在の証してあ
り，こうした若い労働力人口がいかに活用されるかが今後の最大の課題と
なるだろう。
最後に，産業別に賃金構造と就業者１人当りの生産所得構造の変化を考
察した。まず産業別賃金構造は平均月収earningsでふたに止まるが，製
造業あるいは建設業を最低とする賃金格差は，転換点後，全体とすれば縮
小しつつある，とゑてよい。しかし80年代後半に入ると，鉱業・採石業な
どと電気・ガス・水道業や金融・保険業などの間で拡大している面も見落
せない。とくに注目されるのは，就業者あたりの生産所得の格差が全体と
して拡大しつつあることである。というのは，電力・ガス・水道業の突出
した優位が強化されてきている反面，農林水産業を始め，建設業や商業の
劣位がますます深刻化してきているからである。他面で賃金格差は全体と
して縮小する傾向があるわけだから，建設業を始め，商業や製造業などで
は利潤形成が危機的な状況に立ち至っている企業も多いことが危ぶまれ
る。小農などの家族経営は，理論上利潤の形成は期待できないが，賃金相
当部分さえ十分には取得できないような状態に陥っているのではないだろ
台湾の経済発展と労働経済のダイナミックス２４５
うか。
開発独裁体制からの転換
これでは，’１民生主義〃目標の大きな部分が揺がされている，といわざ
るをえない。もちろん，冒頭でも触れたように中間階層も肥大化してきて
おり，多くの雇用労働者もそれに含まれてきているだろう（劉，８７，西村，
82，日本労働協会，８７)。だが，それと同時にこうした格差拡大のほかに，
就業・雇用の伸びも鈍り，構造失業も増大してきているのである。それは，
韓国などの後を追って近年にわかに急増しつつある資本の海外進出も含め
て外需依存に偏向し，Ｉ－Ｓギャップが拡大するだけでなく，内需転換が
進まず，産業構造上も，前述の電力・ガス・水道業も含めた政府系企業の
優位や金融・不動産業ばかりが肥大化し，製造業の高付加価値化などが１１項
調に進展せず，農業などが疲弊しつつある現状を如実に反映しているので
はないか。
すでにみた不当解雇や賃金未払いや労災補優などの手当要求などをめぐ
って激発しつつある労働争議の動向は，一面はそれだけ労I動運動の事実上
の自由化が進んだ反映でもあるにしろ，他面では開発独裁のディレンマの
深刻化と「権威主義体制」の根底からの動揺をも表わしているのだろう。
これが冒頭でも触れた最近の諸改革の背後関係であるが，とくに最近目
立つのは，就任２年目に入った李登輝総統の対日戦略を始めとする東南ア
ジア外交の積極化である。それとⅢ均富の社会づくり〃がいかに関係を持
つのかは，今少し時間をかけて観察して承なければならないだろう。
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